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EY Japan 気候変動・サステナビリティサービス （CCaSS）

サステナビリティ全般においてアドバイザリーサービスを提供するClimate Change 

and Sustainability Services （CCaSS）のグローバルネットワーク

はじめに

CCaSS グローバルネットワークの特徴

• EYでは、1,100人以上の気候変動およびサステナビリティ分野の専門家が、気候変動とサステナビリティに関する業務
を担当しています

• グローバルに統合されており、クライアントサービスの経験から得た各地での知見を、グローバルレベルでクライアント
サービスに活用しています

• EYのグローバルネットワークでは、各分野の専門家が結集したインターナショナルプロジェクトを定期的に実施し、先進
事例やこうしたプロジェクトから得た知見、知識を世界中で共有しています

日本

中国

ロシア

英国

フランス

地中海沿岸・北アフリカ

ブラジル

アルゼンチン

南アフリカ

コロンビア

チリ

メキシコ

北アメリカ

オセアニア

インド
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EY Japan 気候変動・サステナビリティサービス （CCaSS）

はじめに

生態系、環境・労働環境衛生（HSE）
に関するアドバイザリー業務

国際公共
サービス

CCaSS

人権

サステナビリティ
気候変動

レポーティング
／アシュアランス

環境労働
環境衛生

サプライチェーン

サプライチェーン上の人権、環境に関わる

リスクマネジメントおよびトレーサビリティに
関するアドバイザリー業務

公共機関向け「教育・科学技術」、
「人材育成・人材活用」、「環境・
エネルギー」、「公共財政管理」を
中心とした調査支援業務
（ODA業務を含む）

CCaSSは、企業向けサステナビリティ支援、途上国支援、NGOなど、豊富な実務経験を持つ専門家から構成されています。

国連グローバルコンパクトなどの国際的な会議やダイアログを通し、ガイダンス・枠組み・標準化などの国際基準作りに関与して

います。 また、幅広いグローバルネットワークを生かし、国内外の最新の動向を踏まえたサポートを行いながら、現在焦点のあ

たっている課題だけではなく、将来着目されるであろう課題の特定に貢献しています。

環境情報に対する第三者保証業務
および非財務情報の開示支援業務

企業の持つ人権リスクの特定や人権
デューデリジェンスの実行支援など、
人権や労働リスクに関するアドバイ
ザリー業務

企業のESGやサステナビリティ戦略、気候
変動対応、長期的価値創造、SDGsに関す
るアドバイザリー業務
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発生可能性が高く、影響の
大きいリスク トップ3

気候関連リスク

気候関連リスク

3

出典：世界経済フォーラム 「グローバルリスク報告書2018年版」

• 気候変動は、中長期企業業績に影響

• 短・中・長期での気候変動の財務的インパクトの
分析、企業戦略や事業ポートフォリオの見直し

• TCFD提言を基にシナリオ分析、
リスク管理体制に気候変動の影響の取り込み

• TCFD提言の読み解きと実践のギャップ

• 「TCFD実務ガイド」がギャップを埋める助けに

• 具体的開示例とその分析・解説

気候関連財務情報開示タスクフォース開示 実務ガイドのローンチに当たって

はじめに
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「TCFD実務ガイド」の構成

エグゼクティブサマリー

パート1：概要

はじめに

TCFD提言の概要

SASBとCDSB：実務のためのツール

パート2：実務を開始する

TCFD実務を開始するにあたって

効果的な開示のための基礎固め

TCFD 実務ガイドの構成と取り組みの基礎固め

パート3：グッドプラクティスの開示

TCFDに沿ったサンプル開示

情報開示例について

中核的要素1 : ガバナンス

中核的要素2：戦略

中核的要素3：リスク管理

中核的要素4 : 指標と目標

情報開示例 : 重要な教訓

Part 4： 将来に向けて

結論

用語集

参考文献※P.7～9およびP.11～18については、米国サステナビリティ会計基準審議会（SASB）スタン
ダードおよび気候変動開示基準委員会（CDSB）「気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）実務ガイド」より引用・抜粋、または内容を基にEYで作成
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基礎固めのためのアクションステップ

TCFD 実務ガイドの構成と取り組みの基礎固め

1
取締役会と経営チームの支
持を確かなものに

7
投資家からフィードバックを
募る

2

気候変動をガバナンス

プロセスに組み入れ、監査
とリスク委員会を通じて取
締役会レベルで監督

8

既に使用しているCDP質問
書・CDSBフレームワーク・
SASBスタンダードのツール
活用

3

持続可能性、ガバナンス、
財務、コンプライアンスの担
当者を集め、その役割につ
いて合意を形成

9

気候関連財務情報に財務な
どの情報開示と同じ品質保
証とコンプライアンス・アプ
ローチを使用

4
気候リスクと売上高・支出・
資産・負債・金融資本との
関連を明確化

10
報告する情報は、裏付けが
取れるものとして準備

5
事業を少なくとも 2つの
シナリオに照らして評価

11
年次報告書の既存の構成
に鑑みTCFD提言の取り込
みを考察

6
企業のリスク管理プロセス
と気候リスクを考慮したもの
に適応
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TCFD開示対CDSBフレームワークとSASBスタンダードとの整合性

TCFD 実務ガイドの構成と取り組みの基礎固め

ガバナンス 戦略 リスク管理 指標と目標

CDSBフレームワークの要件 G a） G b） S a） S b） S c） RM a） RM b） RM c） MT a） MT b） MT c）

REQ-01:ガバナンス ● ● ● ●

REQ-02:方針、戦略、および目標 ● ● ● ● ● ● ●

REQ-03:リスクおよび機会 ● ● ● ● ● ●

REQ-04:影響の要因 ● ● ●

REQ-05:実績と比較 ● ● ●

REQ-06:見通し ● ● ● ● ●

REQ-07:組織の境界

REQ-08:報告方針

REQ-09:報告期間

REQ-10:修正再表示

REQ-11:適合性

REQ-12:保証

SASBスタンダード G a） G b） S a） S b） S c） RM a） RM b） RM c） MT a） MT b） MT c）

基準適用ガイダンス ◊ ◊ ◊ ◊ ◊ ◊ ◊ ◊ ◊ ◊ ◊

業界固有の基準 # # # # # ◊ # ◊

気候関連財務情報開タスクフォースの提言
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Part 3 TCFD開示サンプルの読み方

グッドプラクティスの開示例

仮想企業による開示例

TCFD開示のガイダンス的
サブクエスチョン

CDSBおよびSASBの
フレームワークとの関連性
説明、分析や解説

TCFD開示項目
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日本におけるTCFD開示の進捗度

グッドプラクティスの開示例

• 欧米のリーダー国と範囲・質両面で
ほぼ同レベルの開示

• 日本ではCDP回答の充実が強み

• グローバルで「戦略」と「リスク管理」の開示
が課題

• 戦略 c） シナリオ分析

• リスク管理 b） リスク管理のプロセス
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OilCo社の開示事例

戦略 c） シナリオ分析

TCFD

S c）
2℃あるいは2℃以下シナリオを含むさまざまな気候関連シナリオを考慮に
入れた、戦略のレジリエンス情報を開示する

Q1
組織の考慮する気候関連シナリオとタイム・
ホライズンはどのようなものですか？ Q4

組織の戦略のレジリエンスを評価するための気
候関連シナリオ作成に用いられた、さまざまな
政策上の仮定、マクロ経済情勢、エネルギー動
向、技術に関する仮定が及ぼす影響はどのよう
なものですか？

Q2

これらの気候関連シナリオの根拠となる重要な
インプットパラメーター、仮定、および分析上の
選択肢はどのようなものですか？（例：政策上の
仮定、エネルギー採択の動向、テクノロジーの
動向、タイミング）

Q5

戦略のどの部分が気候関連のリスクおよび機
会から影響を受ける可能性があると考えていま
すか？また、これらの戦略が気候関連のリスク
および機会に対処するためにどのように変化し
ていく可能性があると考えていますか？

Q3

a）2℃または2℃以下シナリオに沿った低炭素
経済への移行、およびb）該当する場合は気候

関連物理リスクの増大に基づくシナリオを考慮
した、気候関連リスク・機会に対する戦略のレジ
リエンスはどの程度ですか？

Q6
気候関連シナリオから得られた情報を、どのよう
に自社の戦略と財務計画策定に活用していま
すか？
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OilCo社の開示事例

戦略 c） シナリオ分析

シナリオ分析の前提・条件 OilCo社の開示状況と分析

Q1
気候関連シナリオ
タイム・ホライズン

• 第三者機関によるシナリオ
IEAの「世界エネルギー展望 2018」の3つのシナリオ
（1）WEO発表時点で定められている政策が変更されないと仮定した「現行
政策シナリオ」
（2） 「新政策シナリオ」パリ合協定に向けて策定された各国約束草案など
の政策の効果を反映
（3） 「持続可能な開発シナリオ」気温上昇を2℃以下に抑制する統合的ア
プローチ

• 独自のシナリオ
（4） 「急速な電化シナリオ」：エネルギーインフラの完全電化への急速な転
換と液体炭化水素の大幅な需要減少
（5） 「急速な脱炭素化シナリオ」：世界経済の脱炭素化が進展

• IEAシナリオは、2040年を想定、独自シナリオでは、IEAシナリオをベース
とするが、対象期間を特定せず

Q2

シナリオの根拠となる
重要なインプットパラ
メーター、仮定、および
分析上の選択肢

• IEAシナリオには、マクロ経済動向を示す各種データや地域別の需要・供
給モデルなどの情報および仮定が含まれる

• 同社は、シナリオ分析に関するより詳細情報がウェブサイト上に掲載と表記
• CDSBフレームワークの原則2（中立的、完全で十分な根拠に裏付けられた
シナリオの情報を忠実に提示）、原則5（「戦略開示情報は明確かつ簡潔に
提示し、適切な指標――この場合は、シナリオに関する詳細情報が入手可
能なOilCo社のウェブサイトの該当セクション――を用いる」）に即す
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レジリエンス OilCo社の開示状況と分析

Q3

低炭素経済への移行、お
よび気候関連物理リスク
のシナリオを考慮した、気
候関連リスク・機会に対す
る戦略のレジリエンス

Q4
戦略レジリエンスの評価で
気候関連シナリオ作成に
用いられた仮定が及ぼす
影響

OilCo社の対応とレジリエンス

• 炭素含有量の高い埋蔵資源は、資源を開発しない、段階的に開発する、または関
連リスクを緩和するための技術導入などの対応

• 炭化水素の持続的需要、当社の埋蔵資源の組成と種類、低炭素エネルギー源を
含む重点資源の拡大から見て、当社製品の継続需要に向けた態勢は引き続き十
分に整っている

• 同業他社と比較した気候レジリエンスを評価しやすいような情報を提供
• REQ-03の「将来のビジョンと自社のビジネスモデルが、新たな重大リスクに対する

レジリエンスをどの程度備えており、どのように新たな機会を活用できるかというこ
ととを結び付けるような説明」にのっとっている

価格事例 

（Price Case）  
確認埋蔵量 推定埋蔵量 

シナリオ 

石油 

（100万 

バレル） 

ガス 

（100万 

標準立方

フィート） 

石油 

（100万 

バレル） 

ガス 

（100万 

標準立方

フィート） 

現行政策 

（ベースケース） 
435 5,828 757 7,200 

新政策 428 5,805 722 7,015 

持続可能な開発 378 4,800 701 6,430 

急速な電化 326 4,950 623 6,590 

急速な脱炭素化 295 3,950 581 5,540 

 

保有埋蔵量は、有益採取コストや原油・
他の炭化水素価格に依存

埋蔵資源の1バレル当たり炭素排出量
（0.11t CO2 / BOE）は、業界標準
（0.18t CO2 / BOEを下回る。

確認埋蔵量と推定埋蔵量の全評価プロ
セスの一部として、生産・輸送・精製活
動のエネルギー原単位のモデリングや、
さまざまな種類の炭化水素資産の価格
付けの検討（気候の影響による埋蔵資
源価格がベンチマークを下回る可能性）
を含めた、埋蔵資源の将来的な炭素原
単位の感度分析実施

OilCo社の開示事例

戦略 c） シナリオ分析
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戦略との関連性 OilCo社の開示状況と分析

Q5
気候関連のリスクおよび機
会の影響を受ける戦略。気
候関連のリスクと機会に対
処するための戦略の対応

• 全ての保有埋蔵資源の採取における収益能力リスク 、埋蔵資源の規模縮小の可
能性、 資産とインフラに対する物理リスク。 製品や工程のイノベーションが引き起
こす可能性のある移行関連の機会について言及。（REQ-03対応）

• パリ協定その後のCOP合意により「持続可能な開発シナリオ」の実現可能性が高
まったと同社の評価が変化した事を開示。（REQ-05対応）

• 「急速な電化シナリオ」と「急速な脱炭素化シナリオ」の発生確率を極めて低いと見
ているが、これらのシナリオにおける当社の戦略・資産のレジリエンスを理解。これ
らシナリオの実現可能性が徐々に高まりつつあることを示すと思われる短期・中
期・長期の指標を特定。（REQ-06対応）

Q6
戦略と財務計画策定にお
ける気候関連シナリオから
得た情報の活用

• 大規模な設備投資の判断は、投資回収能力に左右され、炭化水素価格や需要が
大きく落ち込んだ場合、一部採取継続が経済的に不可能になりうる。（以下含め全
てREQ-06対応）

• 石油・ガス価格に影響する要因は、マクロ経済環境、通貨価値、一部の業界団体
の価格影響力など。正確な価格予測は極めて困難だが、スムーズな意思決定のた
めにあえて予測。例えば炭素税やキャップアンドトレード制度をシナリオに考慮。こ
れら予測は、リスク管理・事業計画策定プロセスの参考データとなり、資産配分戦
略の修正を可能にする。

• 多くの国々が今後何らかの形で炭素関連規制や価格付けを導入する可能性が高
いが、価格付け制度の全面的な導入以前に、当社の石油採取に関わる設備投資
の多くが回収可能。より正確な情報に基づく経営と投資の意思決定のため、炭素関
連規制の実施可能性を常に注視し、定期的なシナリオ策定を実施。

OilCo社の開示事例

戦略 c） シナリオ分析
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AutoCo社の開示事例

リスク管理 b） リスク管理のプロセス

TCFD

R b）
組織の気候関連リスク管理プロセスを説明

Q1 気候関連リスクを緩和、移転、受容、統制するための組織の意思決定はどのように行われますか？

Q2
組織は、気候関連リスクの優先順位付けをどのように行っていますか？
どの気候関連情報が重要であるか、組織はどのように判断していますか？

Q3 気候関連リスクを緩和、移転、受容、統制するための組織の意思決定はどのように行われますか？
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リスク管理 b） リスク管理のプロセス

リスク管理プロセス AutoCo社の開示状況と分析

Q3

組織は、全ての関連する
気候関連リスク分類（すな
わち、政策・法務、技術、
市場、および評判などの
移行リスク、ならびに急
性・慢性などの物理リス
ク）を取り上げています
か？

気候関連リスク

• 移行、政策・法務リスク：複数の気候関連の規制リスクを認識。製造施設から発生
する温室効果ガスの直接排出への価格付けの法規制リスク、燃費効率性基準や
義務化による車両の排出関連規制リスク、ゼロエミッション車両や各種代替燃料車
両生産に関連した規制リスクなどが含まれる。

• 移行、市場リスク：気候変動が理由で車両に対する消費者嗜好の変化するリスク。
炭化水素燃料価格に影響する規制は、特定商品に対する消費者需要に影響を及
ぼし、市場での地位の後退と業績悪化の可能性がある。

• 移行、技術リスク：特定の商品に対する消費者需要に悪影響を与える新技術の開
発リスク。低排出ガス・ゼロエミッション車両の開発や、ライドシェアや自動走行車両
の発展は、消費者行動の変化させ当社製品の需要と競争環境に悪影響を与える
可能性がある。

• 物理、急性リスク：製造施設が、物理的資産への損傷や製造活動中断の可能性を
含めた、異常気象事象の影響を受ける可能性のある地域に位置する。

• 物理、慢性リスク：製造施設のいくつかは、海面上昇が原因で危険にさらされる可
能性のある地域に位置する。

• REQ-03の適用は、組織がどの程度の統制力を行使可能で、組織の業績に寄与す

る社外関係者（例：サプライチェーン、ユーティリティ、物流、インフラなど）がリスクや
機会の発生源に関与しているか否か、読み手がよりよく理解するために役立つ。

• 識別リスクを管理するためにAutoCo社が説明する短期・中期・長期戦略の有効性
は、「指標と目標」セクションで後述する、SASB指標TR-AU-410a.2に関する同社
の開示情報をレビューすることで検証可能。

AutoCo社の開示事例
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AutoCo社の開示事例

リスク管理 b） リスク管理のプロセス

リスク管理プロセス AutoCo社の開示状況と分析

Q2

組織は、気候関連リスクの
優先順位付けをどのように
行っていますか？どの気
候関連情報が重要である
か、組織はどのように判断
していますか？

重要性評価と優先順位付け（REQ-03対応）

• リスク管理委員会が重大な気候関連リスク・
機会の評価対応マトリクス作成

• 中期的（2～5年）評価手法を採用。発生確
率が高く規模の大きい、財務・業務上重大な
影響については全般的・長期的傾向を反映

• リスク管理委員会が各リスクの重要性を評
価、情報開示委員会と協力し、気候関連リ
スクを含む重大なリスク要因に関する開示
情報を作成
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AutoCo社の開示事例

リスク管理 b） リスク管理のプロセス

リスク管理プロセス AutoCo社の開示状況と分析

Q1
気候関連リスクを緩和、移
転、受容、統制するための
組織の意思決定はどのよ
うに行われますか？

• リスク管理プロセスは、対象リスクと機会に適した対応計画の策定、提案、レビュー、
実施を含む。

• 短期・中期・長期評価の結果が導く象限の対応カテゴリー（緩和、移転、受容、統制）を
遂行。リスク管理委員会がリスクのポートフォリオ、選好、許容度に応じて適宜修正。

• 対応計画策定からレビュー：地域のリスク管理チームか策定・提案、リスク管理委員会
がレビュー・修正。各チームがリスク別エクスポージャーに関わる財務的影響を評価
するための支援を行い、識別されたリスクを緩和・移転・受容あるいは統制する判断に
関わるリスク軽減の機会を、財務の観点から数量化。ERMガイダンスには複数のシナ

リオが含まれており、地域のチームは自身の評価・対応提案に関連してそれらのシナ
リオを評価し、報告。

• 実施：リスク管理委員会の監督の下、関連する地域・機能部門が、内部統制に従い実施。
リスク管理委員会はリスク管理プロセスの機能を監視、地域のリスク管理計画に関する
年次監査の実施を監督（計画実施の確認、リスク緩和達成に照らした対応計画の有効
性評価含む）。監査結果はリスク管理委員会に報告、四半期ごとのモニタリング実施。

• 一部の気候関連リスク・機会については、より効果的に評価と有効性監視のため、内
部監査の対象範囲を主要サプライヤーに拡大、燃費効率改善のための部品設計能
力に関するサードパーティ業者へのデューデリジェンスなども含める

• （例）移行リスク評価は、低排出がゼロエミッション製品を目指す技術、規制、需要主
導型の進化を含む確率は「中程度～高い」で機会の影響が「大きい」ことを示す

• （例）ハイブリッド・EV製品のスケールアップ：中期的にはショートレンジのEV小型車を
含む新型EVの設計・開発に着手、中国などの急成長市場でシェアの獲得、主要なサ

プライヤーとの排他的な研究開発契約、効率的で堅牢なバッテリー技術の長期的開
発加速を決定。
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重要な教訓 – 5つのポイント

重要な教訓

• TCFDフレームワークに基づく開示の目的を定義する
• TCFD提言とその基礎となる11の推奨開示を満たすこと
• CDSBとSASBのツールの活用

• TCFDの4つの中核的要素は独立した項目ではなく連携している
• それぞれの情報がつながり補強し合うことで、気候関連リスクと機会をどのように特定、評価、測定、
管理・モニタリングしているかの完全で包括的な情報を提供

• グローバルな組織は多くの問題を多様な視点から検討し、総合的で包括的な情報開示を目指し
ながらも、簡略である必要がある

• 開示が投資家にとり確実に役立つ情報であるためには重要性（マテリアリティ）の適応が効果的

*SDGsターゲットの詳細は、UNウェブサイト参照。

• 投資家が開示情報に基づいて適切な投資判断をするためには、経営陣の気候関連課題についての
思考プロセスの理解が必要

• 明瞭な思考を表現する明瞭な文章が望まれる

1. 最初の一歩が肝心

3. 連携が重要

4. 釣り合いを重視せよ

2. 簡素を心がけよう

5. シナリオ分析には
段階的アプローチを

• シナリオ分析はまだ発展途上にあるアプローチで「実践によって学習する」ことが有益

• 特定の資産や事業のある面についてシナリオ分析と開示から始め、その後より広範な事業に適用し、
ビジネス全体に拡大するという、段階的なアプローチで進化させる
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